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研究成果の概要（和文）：PEMM（Process and Enterprise Maturity Model）が自治体の情報システム改革にも
応用できるのではないかとの仮説に基づき、小規模自治体の成熟度を測定することを目的として、2020年に全国
の全国の自治体を対象に実施したウェブ調査を行なった。自治体版PEMMが適切な指標であることを確認し、民間
委託の推進における組織文化（＋）、組織・マネジメントの見直しにおける組織文化（＋）、業務の標準化にお
けるプロセスガバナンス（＋）、機関の協同設置等、他自治体との連携による事務の効率化におけるリーダーシ
ップ（－）、組織文化（＋）、プロセスガバナンス（＋）であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：Based on the hypothesis that the Process and Enterprise Maturity Model 
(PEMM) could be applied to municipal information systems reform, we conducted a web survey of 
municipalities across the country in 2020 with the goal of measuring the maturity of small 
municipalities. The survey was conducted. We confirmed that the municipal version of PEMM was an 
appropriate indicator, and found that organizational culture in promoting private sector outsourcing
 (+), organizational culture in reviewing organization and management (+), process governance in 
standardizing operations (+), leadership in improving administrative efficiency through cooperation 
with other local governments, such as establishing agencies cooperatively (-), organizational 
culture (+), and process governance (+).

研究分野： 経営情報学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
社会の至る所でDXが叫ばれている中、自治体DXの先駆けとして情報化成熟度を自治体PEMMを構築した点にある。
我々が作成した自治体PEMMでは経営資源が少ない（取り組み実績が少ない）小規模自治体までも含めて情報化成
熟度を測定することができた。組織文化の組織ケイパビリティが行政改革の取組みに対して影響を及ぼしている
ことが本研究における最大の学術的貢献である。
社会的には今回の研究成果を広く自治体組織に還元していくことにある。コロナ禍においても積極的に研究発表
を行い、研究組織が所属している学会において昨年度、一昨年度と4回の発表を行なった。自治体組織の首長が
組織変革を行いDXを推進する際の一助になる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
 研究代表者等は、これまで、自治体の情報化に関して、自治体と民間との比較分析、日本とア
メリカ・北欧との比較分析、電子自治体構築の方法論の研究、自治体合併に伴うシステム統合や
共同アウトソーシング、あるいは地域情報化のあり方の研究と提言など、わが国でのこの分野で
の先駆的な研究を継続的に行ってきた(以下、行政というとき、政府(中央省庁)と自治体の両方を
含める)。特に 2001 年に政府により e-Japan 戦略が打ち出され、その中で電子政府・自治体が
主要課題として取り上げられてから、主として自治体を対象に、総合的かつ一貫的な電子自治体
の進展に関する調査を経年比較できるように実施することで、データの蓄積に努めてきた。2004
年度より自治体の情報化の進展度を把握するための指標の抽出を開始し、2005 年度には都道府
県と市区を対象に、さらに 2006 年度には町村を加え、約 100 項目の質問を用いて、自治体の
種別に、1 庁内情報化、2 行政サービス、3 情報セキュリティ、4 総合の 4 分野の設問から構成
される調査を行った。2008 年度まで毎年調査した結果を「我が国自治体の情報化進展度」とし
て内外の学会やメディアに公表し、多くの自治体に情報化施策の参考とされるに至っている。そ
して、2012 年度より、BPR を提唱したマイケル・ハマーによる「業務プロセスと企業の成熟度
モデル(PEMM:Process and Enterprise Maturity Model)」を参照し、電子自治体実現に向けて
の成熟度を定量評価できるモデルの構築と適用を行い、全国の自治体(市・特別区)が現段階より
上位の成熟度に到達するための指針を提示するに至っている。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、経営情報の視点から自治体の情報化の成熟度モデルの高度化を図り、成熟度
評価に基づいた課題分析と情報化推進計画を策定するための支援モデルを構築する点にある。
主たる対象は、これまでの研究代表者等の電子自治体の成熟度調査で非常に低い成熟度レベル
に留まっている全自治体の約 85％を占める人口 10 万人未満の 1,452 の中小規模自治体である。
人口 10 万未満の人口減少に直面している市町村の情報化の成熟度が低いことに対する課題の分
析を行い、情報化成熟度を精緻に測定できるモデルとする。さらに、成熟度モデルにおいては、
進むべき方向性としてコスト削減と地域活性化・地方創成の 2 点を重点項目として、それらに
繋がる情報化計画の策定（KGI と KPI の開発を含む）を支援するモデルを構築することが狙い
である。 
 
３．研究の方法 
 自治体の情報化成熟度モデルについては、これまでに継続的に調査を行ってきており、実績を
上げているが、マイナンバー・マイナポータルの導入検討という環境変化もあり、新たな環境に
適合することも合わせて、小規模自治体に焦点を当ててモデルを発展させる。そのために、研究
代表者・分担者・協力者からなるコアメンバーにて、情報化成熟度モデルを小規模自治体向けに
再構築する。 
 SML 版成熟度モデルと課題分析の妥当性を検討するため、外部有識者からのヒアリング、政府・
自治体（複数）の聞き取りと観察による予備調査を行う。特に自治体の規模を考慮して予備調査
の対象となる自治体を選定し、その上でヒアリング調査を実施する。また、予備調査の結果と見
直しを行う SML 版成熟度モデルについては、学会でも発表し、関連分野の研究者と意見交換す
る。それによって、分析枠組みおよび調査方法の妥当性を吟味するとともに補正を行う。 
 全国の 1,741 の基礎自治体を対象に、情報化成熟度の測定と情報化に関連する地域課題の分
析・類型化をするためのウェブ調査を行う。具体的には、ウェブ調査の質問項目の設計、対象組
織への依頼、調査の実施、回答データの解析を行う。この基礎自治体を対象とする調査は、有効
回答率を高めるために、依頼状は郵送で行い、回答は電子的な方法（原則としてウェブ上での回
答で、補足的に電子メールによる回答も可能とする）による。回答内容の客観性担保のために、
設問に工夫するとともに、回答結果と回答自治体のポータルサイトの記載事項との照合なども
行う。 
 ウェブ調査結果に基づき、いくつかの自治体を抽出してフォローアップ調査を行い、SML 版成
熟度モデルの妥当性の検討と信頼度の向上を図る。また、成熟度について、ウェブ調査と訪問調
査の結果とを照合し、研究の妥当性をチェックする。加えて、自治体の類型化に際しては、各自
治体が管理する地域の属性を把握することを目的とした国民を対象とする全国ウェブ調査実施
を実施し、成熟度モデルの洗練化を行う。 
 
４．研究成果 
 本研究の発端は自治体の情報化の成熟度モデルを発展させ、小規模自治体の情報化成熟度を
緻密に測定できる、Small & Medium Local government 版モデル（以下、SML 版成熟度モデル）
を構築する点にある。近年の流れからすれば、DX（デジタルトランスフォーメーション）の成熟
度モデル をベースにするということも考えられたが、次の 2 つの理由から PEMM をベースにす
るに至った。 
 
1. 本調査でも明らかなとおり、自治体における「変革」のイメージとしても最も多いのは業務
フローの見直し（業務改善）であること。 
2. 民間企業と比して、自治体の改善の速度は速いとは言えず、DXの定義にある「データとデジ



タル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する
とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立
する」とは若干相容れないこと。 
 本研究の共同研究者でもある有馬（2016）では、総務省の「地方行政サービス改革の取組状況
等に関する調査」（平成 28年 3 月 25 日公表）に基づき、電子自治体の推進と一体で考えるべき
BPR（Business Process Re-engineering）の推進の現状を把握することを目的として、自治体の
統計データを用いた分析から明らかにすることを試みている。ここでの成果も参照しながら、マ
イケル・ハマーの PEMM を自治体版とした（表 1）。 
 
表 1 PEMM 準拠 自治体版（企業ケイパビリティ）組織のケイパビリティの成熟度評価のための
設問 

 

回答方法としては、各設問に対して、E1 にも当てはまらない、E1 に当てはまる、E1 と E2 に間
くらいに当てはまる、E2 に当てはまる、E2 と E3 の間くらいに当てはまる、E3 に当てはまる、
E3と E4 の間くらいに当てはまる、E4に当てはまるの 8択にて回答を依頼した。 
 
 なお、PEMM ではビジネスプロセスの成熟度（5つのプロセス・イネブラー）と企業の成熟度（4
つの企業ケイパビリティ）の 2つを 4段階で表したものであり、長期のパフォーマンスを実現の
ためにはこれら 2つの両方を育成しなければいけない点に特徴がある。しかし、アンケート調査
ではプロセス・イネブラーの測定が困難であることや、実際のデジタルへの変革に関しては総務

E1 E2 E3 E4
認識に関する
設問

首長・副首長は、住民サービス関連
業務のパフォーマンス（成果）を底上
げする必要性を感じているが、電子
自治体推進の重要性についてはま
だ認識は高くない。

首長・副首長のうち、どちらかは電
子自治体推進の考え方をよく理解
し、どのようにITを活用すれば、電子
自治体の実現に結びつくのか十分
に心得ている。

首長・副首長は電子自治体実現の
観点から、庁内全体を見つめ、電子
自治体実現後の組織の状態を思い
描けている。

首長・副首長は電子自治体実現の
観点から、自分たちの仕事について
俯瞰し、電子自治体実現のための
推進を単なるプロジェクトとして見る
のではなく、庁内を改革・改善する
継続的な事業として捉えている。

一貫性に関す
る設問

電子自治体実現のための改革活動
を実行するにあたり、首長・副首長
ではなく部課長がリーダー役を務め
ている。

電子自治体実現のための改革活動
を実行するにあたり、首長又は副首
長がリーダー役を務め、その責任を
負っている。

首長・副首長ともに、電子自治体実
現のための改革活動を進めている。
その結果、庁内には全庁的な人的
ネットワークが出来上がり、これが
電子自治体実現のための活性化に
つながっている。

庁内の誰もが電子自治体実現のた
めの活動に関心を寄せるとともに、
各活動のリーダー的な役割を果たし
ている。

行動に関する
設問 首長・副首長が日常業務の改善を

承認し、予算を組んでいる。

首長・副首長が、住民サービス向上
の分野で高い目標を掲げ、この目標
を達成するために、経営資源（予算
や人員）を割り当て、抜本的な変革
を推し進め、さまざまな障害を取り
除くことに努力している。

首長・副首長が一丸となって、電子
自治体実現に向けて、庁内の諸活
動を支援しており、それら諸活動の
改革活動にも積極的に関わってい
る。

首長・副首長は、電子自治体実現
に向けて、自らの役割の重要性を理
解し、実現した電子自治体をもとに
新たな戦略や施策を立案・実行しよ
うとしている。

マネジメント
スタイル

首長・副首長は、必要に応じて現場
の職員の意見を吸い上げるマネジメ
ントスタイルを採用している。

住民サービスの改革活動を率いる
首長・副首長の意気込みは強く、電
子自治体実現こそ、変革の切り札
だと考えている。

首長・副首長から部課長や担当者
に権限委譲がされていると感じてい
る。

首長・副首長は、指揮命令ではな
く、ビジョンや影響力を背景にして
リーダーシップを発揮している。

チームワーク
に関する設問

チームワークが発揮される場面は部
局内に限られるが、時々、例外があ
る。

何かの改善を試みる時には通例、
部局横断的なプロジェクトチームを
立ち上げる。

チームワークは、業務改革担当者た
ちの間で望ましい仕事の進め方と
考えられており、部課長にとっては
常識となっている。

住民やITベンダーも改革業務に参
画してもらえるのが通例となってい
る。

住民志向に関
する設問

住民志向が重要であるという考え方
は広まっているが、それが意味する
ところは十分理解されていない。ど
のように住民ニーズに応えるべきか
についても答えがはっきりせず、意
見の対立が見られる。

職員たちは「卓越した住民満足度を
生み出すのが、自分たちの仕事の
目的である」と気づいている。

職員たちはより高い住民満足度を
生み出すためには、住民目線から
のサービス提供が求められているこ
とを理解している。

職員たちは住民のニーズに応える
ために、住民サービス提供にあたっ
ての全ての関係者（企業、団体、個
人など）との協働を実践している。

アカウンタビ
リティに関す
る設問

住民に対するアカウンタビリティ（説
明責任）は部課長が負っている。

住民サービス窓口の職員たちが、
使命感を引き受ける姿勢を見せはじ
めている。

住民サービス窓口以外の職員の間
にも「自分たちも、卓越した住民
サービスへの責任の一端を担って
いる」という認識がある。

「住民に奉仕し、どこまでも卓越した
住民満足度の実現を目指そう」とい
う使命感が庁内に広がっている。

変革への姿勢
に関する設問

「変革が求められている」という認識
が庁内に広まりつつある。

職員たちの多くが「部課内において
自分の仕事のやり方が大きく変わ
る可能性がある」と、心の準備が出
来ている。

部門間に渡る大規模な改革でも、い
つでも取りかかれる心の準備が出
来ている。

変革は不可避であるという理解が
庁内全体に広がり、変革活動に終
わりがないと受け止められている。

人材に関する
設問**

電子自治体実現のための重要性を
一部の職員だけが強く認識してい
る。

部門レベルの変革のためのプロジェ
クトを推進するための専門家となる
職員がいる。

大規模かつ全庁的な変革の手腕を
備えた専門家がいる。

全庁的な変革のための専門家が各
部局におり、そのための人材育成と
研修の仕組みも設けられている。

方法論に関す
る設問 電子自治体実現に向けての各種手

法＊を理解している。

電子自治体実現に向けての各種手

法＊に基づいて、改革に着手でき
る。

電子自治体実現に向けての各種手

法＊を庁内に合った形で実行してい
る。

電子自治体実現に向けての各種手

法＊を単なるツールではなく、さらな
る自治体改革（仕事の仕方、住民
サービスの提供の仕方を大きく変え
るなど）を起こすことを意識して、利
活用している。

プロセス・モ
デルに関する
設問

電子自治体推進に向けての各種手

法＊のうち、庁内で取り組まれてい
るものと取り組まれていないものを
把握している。

電子自治体実現に向けての各種手

法＊の取組みが、首長・副首長から
承認（決裁）されている。

電子自治体実現に向けての各種手

法＊が庁内で共有され、各部局での
取組みの優先順位づけにも用いる
ほか、全庁的にITやデータの保有
の仕方とも整合性を図っている。

電子自治体推進に向けて、庁外と
のデータ・システム連携も図られて
いる。

統合に関する
設問

電子自治体実現に向けての各種手

法＊のうち、どこから取り組んでいく
か、意思統一されていない。

電子自治体実現に向けての各種手

法＊のうち、どこから取り組んでいく
かの意思統一に向けて、非公式な
調整がされている。

電子自治体実現に向けての各種手

法＊のうち、どこから取り組んでいく
かの意思統一に向けて、公式な調
整がされている。

電子自治体実現に向けての各種手

法＊のうち、どこから取り組んでいく
かの意思統一に向けて、庁外のス
テークホルダー（利害関係者）も巻
き込んで調整がされている。

E1 E2 E3 E4
他部署との連
携に関する設
問

他部署との連携をとることを想定し
ておらず、トラブルがあったときのヘ
ルプデスク的な役割に徹している。

連携の程度は必要最低限であり、
命令があれば連携する。

情報システム、業務改善などのこと
で、何か困ったことがあったら、すぐ
にではないが頼ってきてくれること
がある。

情報システム、業務改善などのこと
で、何か困ったことがあったら、すぐ
に頼ってきてくれることが多い。

他組織・人と
の交流に関す
る設問

J-LISやIT企業、県庁などが主催す
るセミナーやシンポジウム、EXPOな
どに1年に1回は参加している。

J-LISやIT企業、県庁などが主催す
るセミナーやシンポジウム、EXPOな
どに1年に2回以上、参加しているこ
とが多い。

外部のセミナーに出席したときは必
ず懇親会などにも参加して積極的に
情報交換をするようにしている。

外部のセミナーなどで知り合った人
と継続的にSNSなどで情報交換をし
たり、意見を出し合ったりしている。

リーダーシップ

組織文化

専門性

プロセスガバナンス

情報主管課のネット
ワーク

*電子自治体実現に向けての各種手法とは、自治体クラウド、システムのオープン化、クラウド化のための人材育成・確保、業務フローの見直し、住民満足度向上のためのKGIやKPIの設定、情報
セキュリティ人材の育成・確保、PDCAサイクルをもとしたマネジメントなどを指す。

**専門性の人材に関する説明について、PEMMでは専門家の能力と数、そしてそれらが組織的に配置されているかによって成熟度が上がっていく設問であったが、今回の調査対象を鑑み数を問わ
ない設問とした。



省が行っている「地方自治情報管理概要」や「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査
等」で代替可能であると判断し、自治体版組織のケイパビリティの成熟度評価のための設問を策
定した。自治体版とするにあたっては、適合しないいくつかの要素を削除するとともに、茨城県
五霞町役場の矢島氏と愛知県東郷町役場の伊藤氏からの協力を得て修正した。 
 アンケート期間は 2020 年 2 月 25 日～5 月 16 日として、すべての基礎自治体に対して郵送に
て依頼を行い、Web にて回答をしてもらった。ちょうど、コロナ禍による自粛期間と重なってし
まい、各自治体においてはその対応に追われることとなっていたことから、有効回答数は 295 件
と 20%を切る結果となってしまった。 
 これらの結果から、総務省の「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査」での各種改
革の導入の有無を被説明変数、我々のウェブ調査から算出された組織ケイパビリティを説明変
数とするロジスティック回帰分析を適用した分析結果から検証を試みた。 
1. 被説明変数として定量管理までを行っているかの割合とする（表 2）。 
2. その際、有効性の観点から、①の定数管理と②の給与制度の見直し、⑪資産・債務改革、

⑬の市町村への権限移譲、⑭その他は除外したものも行う（表 1）。 
3. 調査票①にある「総合窓口の設置状況（設置済み・設置予定を 1）」と「庶務業務の集約

化状況」「実施済-自治体クラウド又は単独クラウド実施済み」についてロジスティック
回帰分析を適用する（表 3）。 

4. 行政改革の 13の取組みのうち、「③機関の協同設置等、他自治体との連携による事務の
効率化」「④地域における協働の推進」「⑤業務改善の取組」「⑥民間委託の推進（指定
管理者制度含む）」「⑦組織、マネジメントの見直し」「⑧人材育成の推進」「⑨ICTの
活用」「⑩業務の標準化」の定量管理の有無、それぞれについてロジスティック回帰分析
を適用する（表 4）。 

 

表 2 行政改革に対する組織ケイパビリティの影響 

 

表 3 行政サービス改革への取組みに対する組織ケイパビリティの影響 

 
 まず、行政改革実施割合を被説明変数とした重回帰分析において、リーダーシップの係数がマ
イナスになっている点については実施している割合がどの自治体も高く、変数の選定が適切で
はなかった。一方で、この結果を正しいとすれば、自治体の首長が選挙によって決まり、その時々
の首長が掲げた政策によって経営資源の分配の仕方が異なってくることから、首長のリーダー
シップが行政改革や ICT の利活用の分野にあまり効いていない可能性も仮説の 1 つとして考え
られる。 
 さて、今回新たに分析した行政改革定量管理実施割合（12）と行政改革定量管理実施割合（8）
を見ると、いずれも組織文化とプロセスガバナンスの組織ケイパビリティが有意であることが
わかる。係数の符号もプラスであることから、組織文化とプロセスガバナンスのレベルが高けれ
ば高いほど、行政改革の活動を定量的に管理していることになり、理論的にも符合する。自治体
のデジタル化におけるステークホルダー（住民や IT ベンダー）との関係性を構築し、様々な変



革活動につながっていると判断できる。プロセスガバナンスについても、全庁的な意思決定や手
続き、システム連携が図られていることが行政改革活動の精度を高めるマネジメントにつなが
っている。逆に、専門性（IT 人材の育成や各種ツールの活用）が有意になっていないことから、
専門性のレベルは行政改革活動の進展度に影響を与えていない。そのため、多くの活動を行って
いても、その活動が正しくパフォーマンスを向上させるに至らない可能性を指摘しておきたい。
行政改革を長期で成功させるためには日々の改善活動を支える IT 人材と各種ツールの利活用が
かかせないためである。 
 
表 4 行政改革（個別）に対する組織ケイパビリティの影響 

 

 

 
 次に行政サービスの改革に対する影響であるが、5.7％水準で有意と判断できるのが、庶務業
務の集約化に対する専門性の組織ケイパビリティのみであった。総合窓口の設置状況について、
人口規模が 5000 人未満の小規模自治体の役場は組織というよりも「グループ・コミュニティ」
という側面の方が強く、BPR やシステム化を進めなくても業務フローが最適化されている背景
による可能性が高い。また、実施済-自治体クラウド又は単独クラウド実施済みについては、有
意ではないにせよ組織文化以外の組織ケイパビリティの符号はマイナスである。自治体クラウ
ドの背景には単独ではなく共同でコスト削減を図るという目的もあることから、組織ケイパビ
リティの低い自治体ほど取組みが進展していることが考えられる。 
 最後に行政改革の取組みそれぞれを被説明変数として行ったロジスティック回帰分析につい
て述べる。5%水準で有意となっているのは次の通りである（カッコ内は係数の符号）。 
 民間委託の推進における組織文化（＋） 
 組織・マネジメントの見直しにおける組織文化（＋） 
 業務の標準化におけるプロセスガバナンス（＋） 
 機関の協同設置等、他自治体との連携による事務の効率化におけるリーダーシップ

（－）、組織文化（＋）、プロセスガバナンス（＋） 
 全体を通して、組織文化の組織ケイパビリティが行政改革の取組みに対して影響を及ぼして
いること、そして、行政サービスの改革に対しては、庶務業務の集約化に対する専門性の組織ケ
イパビリティを除き、統計上有意な影響を与える組織ケイパビリティはなかった。 
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